
 

第 ４９ 期 中 間 決 算 公 告 
平成１９年１２月２７日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 田中 誠二 

 

中間貸借対照表（平成１９年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １１,０９０ 預 金 ８３６,３５０ 

コ ー ル ロ ー ン ２８,６６９ 外 国 為 替 ０ 

商 品 有 価 証 券 １１ そ の 他 負 債 ３,８５１ 

有 価 証 券 １９８,１９５ 賞 与 引 当 金 ４５５ 

貸 出 金 ６３８,１２９ 退 職 給 付 引 当 金 １,５９７ 

外 国 為 替 ３２０ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １８２ 

そ の 他 資 産 ２,４９２ 睡眠預金払戻損失引当金 ５１ 

有 形 固 定 資 産 １０,４９１ 支 払 承 諾 ３,９４８ 

無 形 固 定 資 産 １,１２３ 負 債 の 部 合 計 ８４６,４３７ 

繰 延 税 金 資 産 ４,７４３ （純資産の部）  

支 払 承 諾 見 返 ３,９４８ 資 本 金 １３,０００ 

貸 倒 引 当 金 △ １３,３２９ 資 本 剰 余 金 ９,６６４ 

 資 本 準 備 金 ９,６６３ 

 そ の 他 資 本 剰 余 金 ０ 

 利 益 剰 余 金 １７,４７３ 

 利 益 準 備 金 ２,５３５ 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 １４,９３７ 

 退 職 給 与 積 立 金 １８５ 

 別 途 積 立 金 １４,９９７ 

 繰 越 利 益 剰 余 金 △ ２４４ 

 自 己 株 式 △ ７６２ 

 株 主 資 本 合 計 ３９,３７５ 

 その他有価証券評価差額金 ７３ 

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ０ 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 ７３ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３９,４４８ 

資 産 の 部 合 計 ８８５,８８６ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８８５,８８６ 



（注）１ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３ 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子

法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決

算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平

均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、

全部純資産直入法により処理しております。 

４ デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５ 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建 物  １０年～５０年 

  動 産   ２年～２０年 

なお、平成 19 年度税制改正に伴い、平成 19 年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、従来の方法によ

った場合に比べ経常利益は３百万円減少し、税引前中間純損失は同額増加しております。 

また、当中間期より、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に

達した事業年度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、この変更により、

従来の方法によった場合に比べ経常利益は１５百万円減少し、税引前中間純損失は同額増加しております。 

６ 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

７ 外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８ 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先

債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算

出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き

当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

９ 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中

間期に帰属する額を計上しております。 

１０ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務

及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額

法により費用処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理 

１１ 従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監

査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年４月 13 日）が平成 19 年４月１日以後開始する事業年度から適



用されることに伴い、当中間期から同報告を適用し、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を役員退職慰労引当

金として計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ、営業経費は１９百万円、特別損失は１６２百万円それぞれ増加し、経

常利益は１９百万円減少し、税引前中間純損失は１８２百万円増加しております。 

１２ 従来、利益計上した睡眠預金に対する預金者からの払戻請求に基づく払戻損失については、支出時に費

用処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19

年４月 13 日）が平成 19 年４月１日以後開始する事業年度から適用されることに伴い、当中間期から同報

告を適用し、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去

の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引当てております。 

これにより、従来の方法に比べ、その他経常費用は３百万円減少し、特別損失は５４百万円増加してお

り、また、経常利益は３百万円増加し、税引前中間純損失は５１百万円増加しております。 

１３ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１４ 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25

号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務

等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨

建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッ

ジの有効性を評価しております。 

１５ 一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

１６ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

１７ 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 ５３百万円 

１８ 関係会社の株式総額                ２４７百万円 

１９ 有形固定資産の減価償却累計額          ９，９６５百万円 

２０ 有形固定資産の圧縮記帳額             ６１２百万円 

２１ 貸出金のうち、破綻先債権額は３，８４９百万円、延滞債権額は１８，２２４百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97

号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２２ 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

２３ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７，９６３百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

２４ 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３０，０３７百

万円であります。 



なお、２１から２４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２５ ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号

に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、

２，９５３百万円であります。 

２６ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は１２，６６２百万円であります。 

２７ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預 け 金           ２百万円 

有 価 証 券      １２，７１２百万円 

担保資産に対応する債務 

預 金              ４８８百万円 

その他負債         ３１７百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００

百万円及び有価証券１４，１５８百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等の借入金等の担保は該当ありません。 

また、その他資産のうち保証金は１９８百万円であります。 

２８ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当

行の保証債務の額は１，５８０百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省

令第 10 号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 38 号平成 19 年４月

17 日）により改正されたことに伴い、相殺しております。 

前中間期において上記相殺を行った場合は、前中間期末の支払承諾及び支払承諾見返はそれぞれ１，２

３０百万円減少します。 

２９ １株当たりの純資産額４３７円３５銭 

３０ 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間貸借対照表 時  価 差  額 

  計上額（百万円） （百万円） （百万円） 

国  債 ５，６０３ ５，５３１ △ ７１ 

地 方 債 ２，４４７ ２，４５８ １０ 

そ の 他 １１，０００ １０，３９６ △ ６０３ 

合 計 １９，０５１ １８，３８６ △ ６６５ 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 中間貸借対照表 評価差額 

 （百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

株   式 ６，０６５ ７，７８９ １，７２３ 

債   券 １６３，３０６ １６１，７５４ △ １，５５１ 

 国  債 ７３，９１８ ７２，６４３ △ １，２７４ 

 地 方 債 １０，０４７ １０，０００ △ ４６ 

 社  債 ７９，３４０ ７９，１１０ △ ２２９ 

そ の 他 ５，３６７ ５，２６１ △ １０５ 

合 計 １７４，７３９ １７４，８０６ ６６ 

 



なお、上記の評価差額に繰延税金資産６百万円を加えた額７３百万円が、「その他有価証券評価差

額金」に含まれております。 

当中間期において、その他有価証券で時価のある株式について４４６百万円、その他について１

１百万円減損処理を行っております。なお、当該有価証券の減損処理に当たっては、時価の下落率

が３０％以上の銘柄について「著しく下落した」と判断し、このうち下落率が５０％以上の銘柄に

ついては減損処理の対象としております。また、下落率が３０％以上５０％未満の銘柄については

回復可能性がないと判定したものを減損処理の対象としております。 

３１ 時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであり

ます。 

内  容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

満期保有目的の債券  

社債（私募債） ２，５２０ 

子会社・子法人等株式  

子会社・子法人等株式 ２４７ 

その他有価証券  

非上場株式 １，５４５ 

その他の証券 ２４ 

３２ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、６６，１２５百万円であります。このうち原契約

期間が 1 年以内のものが４８，８０１百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要

に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき

顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

３３ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度額超過額      ４，５１０百万円 

退職給付引当金損金算入限度額超過額      ６４４ 

減価償却費損金算入限度額超過額        ２３２ 

有価証券評価損                ７５９ 

その他有価証券評価差額金             ６ 

その他                    ５４４ 

繰延税金資産小計              ６，６９８ 

評価性引当額              △ １，９５５ 

繰延税金資産合計              ４，７４３ 

繰延税金資産の純額             ４，７４３百万円 

３４ 「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成

19 年６月 15 日付及び同７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度及び中間会計期間

から適用されることになったことに伴い、当中間期から改正会計基準及び実務指針を適用しております。 

３５ 当行は、平成 19 年 11 月 20 日開催の取締役会において、当行の子会社であるながぎんビル管理株式会社

を解散することを決議いたしました。 

 



（１）解散の理由 

ながぎんビル管理株式会社は、不動産管理業を行っておりましたが、当行グループの業務の見直しによ

り、営業を終了し解散することといたしました。 

（２）会社の概要 

① 商号      ながぎんビル管理株式会社 

② 所在地     長野県松本市渚２丁目９番 38 号 

③ 資本金     10 百万円 

④ 株主構成    株式会社長野銀行 100％ 

（３）解散の日程 

平成 19 年 11 月 21 日 解散決議 

平成 20 年３月 清算結了（予定） 

（４）業績への影響等 

当該子会社の解散による当行業績への影響は軽微であります。 

３６ 銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準) ８．９５％ 

 



 

 
平成１９年 ４月 １日から

中間損益計算書(
平成１９年 ９月３０日まで

) 
 

（単位：百万円） 
科     目 金        額 

経 常 収 益 １０,７４１

資 金 運 用 収 益 ９,５４５

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ７,９１５ ） 

（うち有価証券利息配当金） （ １,０６０ ） 

役 務 取 引 等 収 益 １,０６８

そ の 他 業 務 収 益 ５３

そ の 他 経 常 収 益 ７３

経 常 費 用 １０,５５０

資 金 調 達 費 用 １,９３８

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １,７０２ ） 

役 務 取 引 等 費 用 ６９４

そ の 他 業 務 費 用 １

営 業 経 費 ５,９５６

そ の 他 経 常 費 用 １,９５９

経 常 利 益 １９０

特 別 利 益 ２６

特 別 損 失 ３６５

税 引 前 中 間 純 損 失 １４８

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １１１

法 人 税 等 調 整 額 １,５９８

中 間 純 損 失 １,８５８

 
 
 



（注）１ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２ １株当たり中間純損失金額    ２０円６０銭 

３ 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額１，４４３百万円、株式等償却４５８百万円及び債権売却

損４３百万円を含んでおります。 

４ 特別損失は、固定資産処分損４３百万円、減損損失１０５百万円、役員退職慰労引当金繰入額（過年度

相当額）１６２百万円及び睡眠預金払戻損失引当金繰入額（過年度相当額）５４百万円であります。 

５ 営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額１０５百万円を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 3 か所 土地、建物、動産 105 百万円 

 及び遊休資産 1か所 及びその他 （うち土地 51 百万円）

   （うち建物 45 百万円）

   （うち動産  1 百万円）

   （うちその他  6 百万円）

合計   105 百万円 

   （うち土地 51 百万円）

   （うち建物 45 百万円）

   （うち動産  1 百万円）

   （うちその他  6 百万円）

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、

同一建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

当中間期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、主と

して不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

 



 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

 

 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等    ６社 

ながぎんビル管理株式会社 

株式会社長野スタッフサービス 

株式会社長野ビーエス 

株式会社ながぎんリース 

ながぎん機販株式会社 

長野カード株式会社 

(2) 非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

２  持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３  連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日   ６社 

 



 

中間連結貸借対照表（平成１９年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科    目 金    額 科    目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １１,９０５ 預 金 ８３４,３７８ 

コールローン及び買入手形 ２８,６６９ 借 用 金 ９,５８４ 

商 品 有 価 証 券 １１ 外 国 為 替 ０ 

有 価 証 券 １９７,９６０ そ の 他 負 債 ６,０４０ 

貸 出 金 ６３２,２７３ 賞 与 引 当 金 ４７６ 

外 国 為 替 ３２０ 退 職 給 付 引 当 金 １,６０２ 

そ の 他 資 産 ９,７９７ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２２０ 

有 形 固 定 資 産 ２１,１７２ 睡 眠 預金払戻損失引当金 ５１ 

無 形 固 定 資 産 １,７８０ 繰 延 税 金 負 債 ６１ 

繰 延 税 金 資 産 ５,２７７ 支 払 承 諾 ３,９４８ 

支 払 承 諾 見 返 ３,９４８ 負 債 の 部 合 計 ８５６,３６４ 

貸 倒 引 当 金 △ １４,５５８ （純資産の部）  

  資 本 金 １３,０００ 

  資 本 剰 余 金 ９,６６４ 

  利 益 剰 余 金 １８,２１８ 

  自 己 株 式 △ ７６２ 

  株 主 資 本 合 計 ４０,１１９ 

  その他有価証券評価差額金 ７３ 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ０ 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 ７３ 

  少 数 株 主 持 分 ２,００３ 

  純 資 産 の 部 合 計 ４２,１９６ 

資 産 の 部 合 計 ８９８,５６０ 負 債 及び純資産の部合計 ８９８,５６０ 

 



（注）１ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３ 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価

証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均

法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

４ デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５ 当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属

設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建 物  １０年～５０年 

   動 産   ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産は、リース事業に係る貸与資産については、リース期間

定額法、その他の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却し

ております。 

なお、平成 19 年度税制改正に伴い、平成 19 年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。この変更により、従来の方法によ

った場合に比べ、経常利益は３百万円減少し、税金等調整前中間純損失は同額増加しております。 

また、当中間連結会計期間より、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産については、償却可

能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常利益は１５百万円減少し、税金等調整前中間純損

失は同額増加しております。 

６ 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却し

ております。 

７ 当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８ 当行並びに連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次

のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先

債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算

出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き

当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

９ 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中

間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 



１０ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により費用処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

１１ 従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監

査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年４月 13 日）が平成 19 年４月１日以後開始する連結会計年度か

ら適用されることに伴い、当中間連結会計期間から同報告を適用し、役員への退職慰労金の支払いに備え

るため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認め

られる額を役員退職慰労引当金として計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ、営業経費は２５百万円、特別損失は１９５百万円それぞれ増加し、経

常利益は２５百万円減少し、税金等調整前中間純損失は２２０百万円増加しております。 

１２ 従来、利益計上した睡眠預金に対する預金者からの払戻請求に基づく払戻損失については、支出時に費

用処理しておりましたが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19

年４月 13 日）が平成 19 年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることに伴い、当中間連結会

計期間から同報告を適用し、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備

えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引当てております。 

これにより、従来の方法に比べ、その他経常費用は３百万円減少し、特別損失は５４百万円増加してお

り、また、経常利益は３百万円増加し、税金等調整前中間純損失は５１百万円増加しております。 

１３ 当行並びに連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１４ 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第 25 号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ

る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。 

１５ 当行の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

１６ 当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

１７ 当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 ５３百万円 

１８ 有形固定資産の減価償却累計額            １９,４７５百万円 

１９ 有形固定資産の圧縮記帳額                 ６１２百万円 

２０ 貸出金のうち、破綻先債権額は４,０１４百万円、延滞債権額は１８,６３７百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元



本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97

号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２１ 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

２２ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７,９６３百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

２３ 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３０,６１６百万

円であります。 

なお、２０から２３に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２４ ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号

に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上

額は、２,９５３百万円であります。 

２５ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は１２,６６２百万円であります。 

２６ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預 け 金           ２百万円 

有 価 証 券           １２,７１２百万円 

その他資産              ２,３２０百万円 

有形固定資産            ８,３２１百万円 

担保資産に対応する債務 

預 金              ４８８百万円 

借  用  金             ９,３９４百万円 

その他負債         ３１７百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００

百万円及び有価証券１４,１５８百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は２０６百万円であります。 

２７ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保

証債務の額は１,５８０百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省



令第 10 号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第 38 号平成 19 年４月

17 日）により改正されたことに伴い、相殺しております。 

前中間連結会計期間において上記相殺を行った場合は、前中間連結会計期間末の支払承諾及び支払承諾

見返はそれぞれ１,２３０百万円減少します。 

２８ １株当たりの純資産額４４５円６１銭 

２９ 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間連結貸借対照表 時  価 差  額 

  計上額（百万円） （百万円） （百万円） 

国  債 ５,６０３ ５,５３１ △ ７１ 

地 方 債 ２,４４７ ２,４５８ １０ 

そ の 他 １１,０００ １０,３９６ △ ６０３ 

合 計 １９,０５１ １８,３８６ △ ６６５ 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 中間連結貸借対照表 評価差額 

 （百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

株   式 ６,０６５ ７,７８９ １,７２３ 

債   券 １６３,３０６ １６１,７５４ △ １,５５１ 

 国  債 ７３,９１８ ７２,６４３ △ １,２７４ 

 地 方 債 １０,０４７ １０,０００ △ ４６ 

 社  債 ７９,３４０ ７９,１１０ △ ２２９ 

そ の 他 ５,３６７ ５,２６１ △ １０５ 

合 計 １７４,７３９ １７４,８０６ ６６ 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産６百万円を加えた額７３百万円が、「その他有価証券評価差

額金」に含まれております。 

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について４４６百万円、その他

について１１百万円減損処理を行っております。なお、当該有価証券の減損処理に当たっては、時

価の下落率が３０％以上の銘柄について「著しく下落した」と判断し、このうち５０％以上の銘柄

については減損処理の対象としております。また、下落率３０％以上５０％未満の銘柄については

回復可能性がないと判定したものを減損処理の対象としております。 

３０ 時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりで

あります。 

内  容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

満期保有目的の債券  

社債（私募債） ２,５２０ 

その他有価証券  

非上場株式 １,５５７ 

その他の証券 ２４ 

 

３１ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、８０,８７８百万円であります。このうち原契約期

間が 1 年以内のものが４８,１０１百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが



必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは

ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、

当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす

ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等

の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握

し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

３２ 「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平成

19 年６月 15 日付及び同７月４日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度及び中間連結

会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から改正会計基準及び実務指針を

適用しております。 

３３ 当行は、平成 19 年 11 月 20 日開催の取締役会において、当行の連結される子会社であるながぎんビル管

理株式会社を解散することを決議いたしました。 

（１）解散の理由 

ながぎんビル管理株式会社は、不動産管理業を行っておりましたが、当行グループの業務の見直しによ

り、営業を終了し解散することといたしました。 

（２）子会社の概要 

① 商号      ながぎんビル管理株式会社 

② 所在地     長野県松本市渚２丁目９番 38 号 

③ 資本金     10 百万円 

④ 株主構成    株式会社長野銀行 100％ 

（３）解散の日程 

平成 19 年 11 月 21 日 解散決議 

平成 20 年３月 清算結了（予定） 

（４）業績への影響等 

当該連結される子会社の解散による連結業績への影響は軽微であります。 

３４ 銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準） ９．２７％ 

 



 

 
平成 19 年 ４月 １日から

中間連結損益計算書(
平成 19 年 ９月３０日まで

) 
  

（単位：百万円） 

科        目 金          額 

経 常 収 益    １４,８２１  

資 金 運 用 収 益  ９,５８５    

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ７,９５４ ）    

（うち有価証券利息配当金） （ １,０６０ ）    

役 務 取 引 等 収 益  １,０６２    

そ の 他 業 務 収 益  ４,１００    

そ の 他 経 常 収 益  ７３    

経 常 費 用    １４,５１９  

 資 金 調 達 費 用  ２,０２５    

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １,６９９ ）    

役 務 取 引 等 費 用  ６２３    

 そ の 他 業 務 費 用  ３,５７３    

 営 業 経 費  ６,１０９    

 そ の 他 経 常 費 用  ２,１８８    

経 常 利 益    ３０２  

特 別 利 益    ２６  

特 別 損 失    ３９８  

税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失    ６９  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税    １９１  

法 人 税 等 調 整 額    １,５４８  

少 数 株 主 利 益    ３２  

中 間 純 損 失    １,８４１  
 



（注）１ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２ １株当たり中間純損失金額 ２０円４０銭 

３ ｢その他経常費用｣には、株式等償却４５８百万円、貸出金償却５３百万円、貸倒引当金繰入額１,６１８

百万円及び債権売却損４３百万円を含んでおります。 

４ 特別損失は、固定資産処分損４３百万円、減損損失１０５百万円、役員退職慰労引当金繰入額（過年度

相当額）１９５百万円及び睡眠預金払戻損失引当金繰入額（過年度相当額）５４百万円であります。 

５ 営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額１０５百万円を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗３か所 土地、建物、動産 105 百万円 

 及び遊休資産１か所 及びその他 （うち土地 51 百万円）

   （うち建物 45 百万円）

   （うち動産  1 百万円）

   （うちその他  6 百万円）

合計   105 百万円 

   （うち土地 51 百万円）

   （うち建物 45 百万円）

   （うち動産  1 百万円）

   （うちその他  6 百万円）

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、

同一建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。また、

連結される子会社及び子法人等については、主として各社を 1 つの資産グループとしております。 

当中間連結会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価

額は、主として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

 


